
1 
 

 

 

 

第３次佐賀県消費者教育推進計画 

【 資 料 編 】 

 

 

【資料１】佐賀県における消費生活相談の状況  ・・・・・・・・・２ 

【資料２】消費生活に関する県民アンケート  ・・・・・・・・・・６ 

【資料３】第２次佐賀県消費者教育推進計画の取組  ・・・・・・１８ 

【資料４】消費者教育の体系イメージマップ      ・・・・・１９ 

 

 

 

  

【審議会資料４】 

令和７年３月１９日 



2 
 

【資料１】佐賀県における消費生活相談の状況 

 
（１）相談件数の推移等 
 
 〇 県内の消費生活相談窓口に寄せられた相談件数は、平成２５年度から令和４

年度まで年度毎に若干の増減はあるものの、約８，０００件前後でほぼ横ばい

の状況が続いています。 
〇 見に覚えのない請求や利用した覚えのない料金を請求される「不当・架空請

求」に関する相談件数は、平成２９年度に２，１６０件と増加しましたが、平

成３０年度以降は減少し、令和４年度は過去最少の１７９件となりました。 
〇 令和３年度の相談件数は、令和元年度及び令和２年度に多数相談が寄せられ

ていた、新型コロナウイルス感染症に関連した相談が減少したこともあり、過

去最少の７，２２７件となりました。 
  
【資料１－１ 県内の消費生活相談の推移】 

 
               県内の消費生活相談窓口への相談件数（くらしの安全安心課調べ） 
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（２）年代別相談割合の推移 
 
〇 県内の消費生活相談窓口に寄せられた年代別相談件数は、７０歳以上の割合

が最も多く、過去１０年間の推移を見ると、常に２割を超え上位となっていま

す。 
〇 次いで６０歳代の相談件数が多く、７０歳以上の相談件数と合わせると、常

に相談割合は全体の４割を超えており、高齢の方の相談は依然として高い状況

です。 
〇 また、２０歳未満での成年年齢の引き下げ（令和４年４月１日）前後の相談

件数に大きな変化はみられませんでした。 
 
【資料１－２ 県内の消費生活相談の年代別割合の推移】 

 
              県内の消費生活相談窓口への相談件数（くらしの安全安心課調べ） 
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（３）高齢者の相談割合 
 

〇 県内の７０歳以上の人口割合は年々増加、６０歳代はほぼ横ばいと高齢化が 
進んでいます。この人口割合と相談割合を比較したところ、常に７０歳以上、 
６０歳代のどちらも相談割合が人口割合を上回っています。 

 
【資料１－３ ６０歳代及び７０歳以上の年度別相談割合と人口割合の推移】 

 
・契約当事者が 60 歳代又は 70 歳以上の消費生活相談件数が、全体の相談件数に占める割合。 
・総務省人口推計（各年 10 月 1 日現在）における各年代の人口割合 
 
 
（４）商品・サービス別相談件数 
   

令和４年度の相談内容を年代別に見ると、２０歳未満及び２０歳代の若い年代

においては、オンラインゲームの課金や出会い系などのサイトに関する「教養・

娯楽サービス」の相談が１位となっています。 
２０歳代から４０歳代においては、多重債務やフリーローン・サラ金などに関

する「金融・保険サービス」の相談が上位を占めています。 
４０歳代から６０歳代においては、化粧品や脱毛クリームなどに関する「保健

衛生品」の相談が上位を占めています。 
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７０歳以上においては、架空請求により身に覚えがないものや送り付け商法に

より商品が特定できないものに関する「商品一般」の相談が１位となっていま

す。 
 

【資料１－４ 年代別（商品・サービス）相談件数】     （令和４年度上位５位） 

年代等 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 

20 歳未満 

(179 件） 

教養・娯楽サー

ビス 
保健衛生品 食料品 

商品一般、被服品 

教養娯楽品 

保健・福祉サービス 

運輸・通信サービ

ス 

件数 56 32 17 10 6 

構成比 31.3% 17.9% 9.5% 5.6% 3.4% 

20 歳代 

（626 件） 

教養・娯楽サー

ビス 

金融・保険サー

ビス 

内職・副業・ねず

み講 

保健・福祉サービ

ス 
被服品 

件数 95 91 65 48 40 

構成比 15.2% 14.5% 10.4% 7.7% 6.4% 

30 歳代 

（684 件） 
土地・建物・設備 

金融・保険サー

ビス 
教養娯楽品 被服品 

教養・娯楽サービ

ス 

件数 95 71 62 57 55 

構成比 13.9% 10.4% 9.1% 8.3% 8.0% 

40 歳代 

（907 件） 

金融・保険サー

ビス 
保健衛生品 土地・建物・設備 被服品 教養娯楽品 

件数 114 104 90 83 72 

構成比 12.6% 11.5% 9.9% 9.2% 7.9% 

50 歳代 

（1,263 件） 
保健衛生品 商品一般 

金融・保険サービ

ス 
土地・建物・設備 教養娯楽品 

件数 191 159 108 92 89 

構成比 15.1% 12.6% 8.6% 7.3% 7.0% 

60 歳代 

（1,175 件） 
保健衛生品 商品一般 

運輸・通信サービ

ス 
食料品 土地・建物・設備 

件数 154 109 104 101 96 

構成比 13.1% 9.3% 8.9% 8.6% 8.2% 

70 歳以上 

（1,881 件） 
商品一般 土地・建物・設備 

金融・保険サービ

ス 

運輸・通信サービ

ス 
保健衛生品 

件数 204 185 178 170 171 

構成比 10.8% 9.8% 9.5% 9.0% 9.1% 

 ※相談件数 7,426 件のうち、年齢不詳 711 件を除いています。 
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【資料２】消費生活に関するアンケート 
消費生活に関する県民の意識や消費者トラブルの実態等を把握するため、令和５年

８月に「消費生活に関するアンケート」を実施しました。県内に居住する満１８歳以

上の男女５００人から回答を得ました。 
 
 
（１） インターネットの利用状況 

【資料２－１ インターネットの利用状況（単一回答）】 

 
 
 【資料２－２ 年代別インターネットの利用状況】               単位：％ 

    
ｎ 

ほとんど毎日利用し

ている 

毎日ではないが定

期的に利用している 

時々利用している ほとんど・全く利用し

ていない 

全体 500 92.8 1.8 2.4 3.0 

年

代 

10 代 84 97.6 0.0 0.0 2.4 

20 代 79 86.1 3.8 2.5 7.6 

30 代 89 91.0 3.4 4.5 1.1 

40 代 84 95.2 0.0 1.2 3.6 

50 代 82 91.5 3.7 2.4 2.4 

60 代以上 82 95.1 0.0 3.7 1.2 
 
 ○ 普段、パソコンやスマートフォン等でインターネットをどの程度利用しているか聞いたと

ころ、「ほとんど毎日利用している」が 92.8％、「毎日ではないが定期的に利用している」

が 1.8％、「時々利用している」が 2.4％で、「利用している」の割合は 97.0％となってい

ます。 

 ○ すべての年代で、「ほとんど毎日利用している」の割合が 8 割を超えています。 
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（２） インターネット上で利用しているもの 
 【資料２－３ インターネット上で利用しているもの（複数回答）】 

 
 
 ○ （１）で「利用している」と答えた 485 人に、インターネット上で利用しているものについ

て聞いたところ、「情報収集（検索、閲覧）」が 67.8％と最も高く、次いで「動画閲覧（サ

ブスクリプションサービスも含む。）」が 59.4％、「商品・サービスの予約や購入」、「SNS

や電子メール等を通じたコミュニケーション」が 54.0％の順となっています。 
 
※１ サブスクリプションサービスとは、月額料金等の定額を支払うことにより、

契約期間中、商品やサービスの利用が可能となるもの。 
※２ SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）とは、Facebook（フェイ

スブック）や X（エックス（旧ツイッター））、Instagram（インスタグラム）、

LINE（ライン）、YouTube（ユーチューブ）、TikTok（ティックトック）等の

利用者同士が交流できるサービス。 
 
 
（３） インターネットでの予約や購入の頻度 

【資料２－４ インターネットでの予約や購入頻度（単一回答）】 
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１情報収集（検索、閲覧） 
２商品・サービスの予約や購入 
３動画閲覧（サブスクリプションサー

ビス（※1）も含む。） 
４SNS（※２）や電子メール等を通じ

たコミュニケーション 
５電子決済・QR コード決済 
６オンラインゲーム 
７ネットバンキング・振込 
８オークションやフリマサイトでの

購入、売却 
９情報の配信（ ブログ、動画投稿等） 
10 公的サービス・行政手続（コンビ

ニ端末での利用も含む。） 
11 投資・資産運用 
12 テレワーク 
13 オンライン学習 
14 医療、医師への相談 
15 マッチングサービス 
16 クラウドファンディング 
17 その他 
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 ○ （２）で「商品・サービスの予約や購入」と答えた 262 人に、インターネットでの商品・サ

ービスの予約や購入をどの程度しているか聞いたところ、「週に 1 回以上」が 8.4％、

「月に 2～3 回程度」が 42.7％、「月 1 回程度」が 33.2％、「数カ月に 1 回程度」が

13.0％、「半年に 1 回程度」が 1.1％、「１年に１回程度」が 0.4％、「1 年に 1 回未満」が

1.1％となっています。 
 
 

（４） インターネットでの予約や購入で気を付けていること 
【資料２－５ インターネットでの予約や購入で気を付けていること（複数回答）】 

 
 

 ○ （２）で「商品・サービスの予約や購入」と答えた 262 人に、インターネットでの商品・サ

ービスの予約や購入で、気を付けていることについて聞いたところ、「口コミや評価を

判断材料にする」が 62.2％と最も高く、次いで「公式サイトかどうか確認する（偽サイト

でないかなど）」が 52.3％、「複数のサイトから情報を集め、信頼できるか確認する」が

43.1％の順となっています。 

 ○ 一方、「広告が公式のものか確認する（アフィリエイト広告でないかなど）」が 17.9％と

最も低くなっています。 
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１広告が公式のものか確認する（アフィリエイ

ト広告（※３）でないかなど） 
２複数のサイトから情報を集め、信頼できるか

確認する 
３事業者の情報（所在地や連絡先等）を確認す

る 
４取引条件や利用規約（解約や返品等）を確認

する 
５安全性に関する情報（対象年齢や認証マー

ク、使用方法、成分、消費期限等）を確認す

る 
６個人情報や履歴データ等の取扱いについて

確認する 
７契約の最終確認画面を保存する（画面をキャ

プチャするなど） 
８口コミや評価を判断材料にする 
９口コミや評価の内容が信頼できるか確認す

る（ステルスマーケティング（※４）かなど） 
10 品質や効果が過剰に強調されていないか確

認する 
11 大幅に安く販売されている場合は注意する 
12 意図せずに定期購入やサブスクリプション

サービスになっていないか確認する 
13 公式サイトかどうか確認する（偽サイトで

ないかなど） 
14 届いたメールの差出人や内容が本物かどう

か確認する（なりすまし被害防止） 
15 ID・パスワードを適切に管理する（推測さ

れにくいものにするなど） 
16 その他 
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※３ アフィリエイト広告とは、アフィリエイトプログラムを利用した成果報酬型の広告のこ

と。サイト運営者（アフィリエイター）のウェブサイトに掲載されたバナー広告等を、サイ

ト閲覧者がクリックしたり、広告主のサイトにアクセスして商品を購入したりすると、広

告主からアフィリエイターに成功報酬が支払われる。 

※４  ステルスマーケティングとは、広告主が自らの広告であることを隠したまま広告や宣

伝をすること。 
 
 

（５）消費者問題への関心度 
【資料２－６ 消費者問題への関心度（単一回答）】 

 
 

【資料２－７ 年代別消費者問題への関心度】          単位：％ 

    
ｎ 

関心がある どちらかといえば

関心がある 

どちらともいえ

ない 

あまり関心

がない 

関心がない 

全体 500 13.0 30.0 28.8 17.2 11.0 

年代 

10 代 84 8.3 17.9 34.5 22.6 16.7 

20 代 79 11.4 36.7 24.1 16.5 11.4 

30 代 89 15.7 29.2 29.2 16.9 9.0 

40 代 84 17.9 25.0 32.1 15.5 9.5 

50 代 82 13.4 39.0 23.2 14.6 9.8 

60 代以上 82 11.0 32.9 29.3 17.1 9.8 
 

〇 消費者生活や消費者教育といった消費者問題への関心度について聞いたところ、

「関心がある」が 13.0％、「どちらかといえば関心がある」が 30.0％で、両者を併せると

43.0％となっており、前回調査（令和元年 49.4％）、前々回調査（平成 26 年 70.5％）と

比較すると関心度が低下しています。 

〇 年代別では、10 代の「関心がある」が 8.3％、「どちらかと言えば関心がある」が 17.9％、

両者合わせると 26.2%と、関心度の低さが特に目立っています。 
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（６）関心のある消費者問題 
【資料２－８ 関心のある消費者問題（複数回答）】 

 
 

〇 （５）で「関心がある」と答えた 215 人に、個別の消費者問題への関心度について聞い

たところ、関心度が高い順に、「インターネット取引でのトラブル」（65.6％）、「架空請求

や不当請求」（59.1％）、「強引な勧誘や訪問販売等の悪徳商法」（37.2％）となっていま

す。 

〇 「インターネット取引でのトラブル」は前々回調査では、34.9％でしたが、前回調査で

は、58.4％、今回は 65.6％と年々関心度が高くなっています。 

〇 一方、最も関心が低いのは「サラ金等による多重債務問題」（18.1％）であり、ほかの

消費者問題に比べてかなり低くなっています。 

〇 前回、最も関心が低かった「成年年齢引き下げに伴うトラブルの増加」は 25.1％（前回

12.6％）と関心度が高くなっています。 
 
 

（７）消費者トラブルにあった時の相談先 
【資料２－９ 消費者トラブルの有無（単一回答）】 
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35.3

37.2

18.1

65.6

59.1

36.7

32.1

25.1

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

6.6 93.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった なかった

１偽装表示など食品の安全に関する

問題 
２商品の欠陥等により生じる事故 
３強引な勧誘や訪問販売等の悪徳商

法 
４サラ金等による多重債務問題 
５インターネット取引でのトラブル 
６架空請求や不当請求 
７投資などの金融商品や融資に関す

る問題 
８省エネや食品ロスなど環境問題 
９成年年齢引き下げに伴うトラブル

の増加 
10 その他 
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【資料２－１０ 性年代別消費者トラブルの有無】   単位：％ 
    ｎ あった なかった 

全体 500 6.6 93.4 

性年代 

男性 10 代 42 2.4 97.6 

男性 20 代 37 5.4 94.6 

男性 30 代 47 4.3 95.7 

男性 40 代 42 4.8 95.2 

男性 50 代 41 2.4 97.6 

男性 60 代以上 41 4.9 95.1 

女性 10 代 42 4.8 95.2 

女性 20 代 42 16.7 83.3 

女性 30 代 42 9.5 90.5 

女性 40 代 42 4.8 95.2 

女性 50 代 41 9.8 90.2 

女性 60 代以上 41 9.8 90.2 
 

〇 過去 1 年間における消費者トラブルの経験が「ある」と答えた 33 人のうち、性年代別に

見ると、女性の 20 代（16.7％）及び女性の 50 代、60 代以上（9.8％）がトラブルにあった割

合が高くなっています。 
 
 
【資料２－１１ 消費者トラブルにあった時の相談先（複数回答）】 

 
 

〇 過去 1 年間における消費者トラブルの経験が「ある」と答えた 33 人に、相談した相手

を聞いたところ、「商品・サービスの提供元であるメーカーなどの事業者」が 30.3％（前

回 29.4％）と最も高く、次いで「家族、友人、職場の同僚や上司など身近な人」、「商品・

サービスの勧誘や販売を行う販売店や代理店」がそれぞれ 15.2％の順となっています。 

〇 「誰にも相談しなかった」は 15.2％（前回 14.8％）と、前回に比べて、その割合が僅か

に高くなっています。  

15.2
12.1

9.1
30.3

15.2
12.1

3.0
6.1

12.1
9.1

15.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11

１家族、友人、職場の同僚や上司など身近な人 
２インターネット上の掲示板や質問サイト 
３SNS 上のフォロワー 
４商品・サービスの提供元であるメーカーなどの事業者 
５商品・サービスの勧誘や販売を行う販売店や代理店 
６消費生活センターなどの行政の窓口 
７弁護士や司法書士 
８国民生活センター 
９警察 
10 その他 
11 誰にも相談しなかった 
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（８）誰にも相談しなかった理由 
【資料２－１２ 誰にも相談しなかった理由（複数回答）】 

 
 

○ 消費者トラブルの際に「誰にも相談しなかった」と答えた 5 人に、相談しなかった理由に

ついて聞いたところ、「忙しくて時間がなかった」、「気まずい思いをしたりするのが嫌だっ

た」がそれぞれ 40.0％となっています。 
 
 
（９）トラブルや被害に遭う不安の程度 

【資料２－１３ トラブルや被害に遭う不安の程度（単一回答）】 

 
 

【資料２－１４ 年代別トラブルや被害に遭う不安の程度】   単位：％ 

    
ｎ 

非常に不

安に感じる 

不安に感じ

る 

少し不安に

感じる 

不安は感じ

ない 

わからない 

全体 500 8.4 25.0 41.6 12.0 13.0 

年代 

10 代 84 13.1 17.9 22.6 14.3 32.1 

20 代 79 11.4 25.3 39.2 11.4 12.7 

30 代 89 3.4 22.5 55.1 12.4 6.7 

40 代 84 6.0 34.5 45.2 2.4 11.9 

50 代 82 9.8 26.8 40.2 12.2 11.0 

60 代以上 82 7.3 23.2 46.3 19.5 3.7 
 

○トラブルや被害に遭う不安の程度について聞いたところ、「非常に不安に感じる」が 8.4％、

「不安に感じる」が 25.0％、「少し不安に感じる」が 41.6％で、「不安を感じる」割合が 75.0％

となっています。 

○年代別では、30 代（81.0％）、40 代（85.7％）が「不安を感じる」割合が高くなっています。 

20.0
20.0
20.0
20.0

0.0
40.0
40.0

0.0
20.0

0.0
0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11

8.4 25.0 41.6 12.0 13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100% 非常に不安に感じる
不安に感じる
少し不安に感じる
不安は感じない
わからない

１相談しても仕方がないと思った 
２自分にも責任があると思った 
３相談するほどのトラブルではなかった 
４どこに相談すればいいか分からなかった 
５自分で解決できると思った 
６忙しく時間がなかった 
７気まずい思いをしたりするのが嫌だった 
８恥ずかしいので誰にも言えなかった 
９相談できる適切な相手がいなかった 
10 被害にあったことに気づいていなかった

11 その他 
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（１０）トラブルや被害に遭う不安を感じる理由 
【資料２－１５ トラブルや被害に遭う不安を感じる理由（複数回答）】 

 
 
 ○（９）で「不安を感じる」と答えた人 375 人に、トラブルや被害に遭う不安を感じる理由に

ついて聞いたところ、「情報があふれていて、正しい情報を判断しにくい」（57.9％）と最

も高く、次いで「法律や契約に関する知識が乏しい」（44.5％）、「悪質業者の手口や対

処方法が分からない」（36.3％）の順となっています。 
 
 
（１１）悪質商法や詐欺に関する情報源 

【資料２－１６ 悪質商法や詐欺に関する情報源（複数回答）】 

 
 

 ○ 商品の安全や事故防止、悪質商法や詐欺に関する情報を、どこから（何から）入手又

は見聞きしているかを聞いたところ、「インターネット（ニュースサイトやブログ等）」

（52.8％）が最も高く、次いで「テレビ・ラジオ」（46.8％）、「スマートフォン等のニュースア

プリ」（35.2％）の順となっています。 
  

44.5
57.9

36.3
27.5

23.7
16.5

7.2
12.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1
2
3
4
5
6
7
8
9

46.8
28.4

20.4
52.8

20.8
35.2

34.0
8.8

15.0
6.4

2.8
2.2

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13

１法律や契約に関する知識が乏しい 
２情報があふれていて、正しい情報を判断し

にくい 
３悪質業者の手口や対処方法が分からない 
４高額契約や複雑な契約をした経験が少ない 
５ビジネスやお金の稼ぎ方に関する知識が乏

しい 
６勧誘されると断りにくいため 
７過去に被害に遭った経験があるため 
８相談相手や助けを求める人がいない 
９その他 

１テレビ・ラジオ 
２家族や友人等、身近な人から得られる情報 
３行政の情報発信（チラシや広報誌、公式サ

イトや CM 等） 
４インターネット（ニュースサイトやブログ

等） 
５新聞・雑誌・書籍 
６スマートフォン等のニュースアプリ 
７SNS 
８公共交通機関、公共施設の掲示物 
９企業の情報発信（公式サイトや CM、チラ

シや広報誌等） 
10 講演会やセミナー、学校、教室等で得られ

る情報 
11 地域活動やボランティア等に参加して得

られる情報 
12 その他 
13 特になし 
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単位：％ 

（１２）消費者教育の経験の有無 
【資料２－１７ 消費者教育の経験の有無（単一回答）】 

 
 
〇 学校、地域、職場などで消費者教育・啓発（授業、講義、出前講座など）を受け

たことがあるか聞いたところ、「ある」が 20.8％（前回 20.4％、前々回 13.2％）、「ない」が

79.2％（前回 79.6％、前々回 82.9％）となっています。 
 

【資料２－１８ 男女別・年齢別・消費者教育の経験の有無（単一回答）】 
    ｎ ある ない 

全体 500 20.8 79.2 

性別 
男性 250 21.6 78.4 

女性 250 20.0 80.0 

年代 

10 代 84 58.3 41.7 

20 代 79 16.5 83.5 

30 代 89 14.6 85.4 

40 代 84 16.7 83.3 

50 代 82 3.7 96.3 

60 代以上 82 14.6 85.4 

性年代 

男性 10 代 42 54.8 45.2 

男性 20 代 37 21.6 78.4 

男性 30 代 47 19.1 80.9 

男性 40 代 42 16.7 83.3 

男性 50 代 41 4.9 95.1 

男性 60 代以上 41 12.2 87.8 

女性 10 代 42 61.9 38.1 

女性 20 代 42 11.9 88.1 

女性 30 代 42 9.5 90.5 

女性 40 代 42 16.7 83.3 

女性 50 代 41 2.4 97.6 

女性 60 代以上 41 17.1 82.9 
  

20.8 79.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない

○ 消費者教育の経験があると

答えた 104 名について、年代別

に見ると、10 代が 58.3％と最も高

くなっています。 

一方、最も低いのは、「50 代」

（3.7％）となっています。 

○  性別で見ると、男性（21.6％） 

女性（20.0％）と、ほぼ変わりはあ

りませんが、女性 50 代（2.4％）

は、特に低くなっています。 
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（１３）消費者教育に参加した機会 
【資料２－１９ 消費者教育に参加した機会（複数回答）】  

 
 
〇 消費者教育への参加経験が「ある」とした 104 人に、どのような機会に受けたか

聞いたところ、「小中学校、高等学校の授業（家庭科・社会科等）」が 44.2％（前回

47.1％）と最も高く、次いで「小中学校、高等学校の課外・特別授業・見学等」（33.7％）、

「職場での講習会・勉強会等」（25.0％）の順となっています。 
  
（１４）消費者教育に参加したことがない理由 

【資料２－２０ 消費者教育に参加したことがない理由（複数回答）】 

  
〇 消費者教育への参加経験が「ない」とした 396 人に、参加したことがない理由に

ついて聞いたところ、講座や催しが「開催されていることを知らなかった」が 55.8％
（前回 56.0％）と最も高く、次いで「参加することが面倒」（24.5％）、「日程・場

所が合わない」（15.9％）の順となっています。 
 
 
（１５）SDGs やエシカル消費について 

【資料２－２１ SDGs やエシカル消費に関する理解度（単一回答）】 

 
 

12.5
17.3

8.7
25.0

44.2
33.7

7.7
2.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1
2
3
4
5
6
7
8
9

55.8
15.2

24.5
15.9

13.6
4.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1
2
3
4
5
6
7

50.0 28.6 21.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
聞いたことがあるが、内容について詳しく
は知らない
聞いたことがあり、内容についても理解し
ている
聞いたことがない（知らない）

１地域（町内会・老人会等）での講習会・勉強会等 
２県及び市町主催の講習会・勉強会等 
３民間事業者主催の講習会・勉強会等 
４職場での講習会・勉強会等 
５小中学校、高等学校の授業（家庭科・社会科等） 
６小中学校、高等学校の課外・特別授業・見学等 
７大学・専門学校などの講義 
８大学・専門学校等のオリエンテーション 
９その他 

１開催されていることを知らなかった 
２忙しくて時間がない 
３参加することが面倒 
４日程・場所が合わない 
５テーマに興味・関心が沸かない 
６知識があるから参加する必要がない 
７その他 
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〇 SDGs（※５）やエシカル消費（※６）についてどの程度知っているか聞いたと

ころ、「聞いたことがあるが、内容については詳しくは知らない」が 50.0％、「聞

いたことがない」が 21.4％となっています。 
 
 ※５ SDGs とは、2015 年に国連サミットで採択された 17 の持続可能な開発目標

のこと。 

※６ エシカル消費とは、人や社会、環境、地域のことを考慮して作られたモノを

購入・消費すること 
 
 
（１６）未成年者取消権について 

【資料２－２２ 未成年者取消権に関する理解度（単一回答）】 

 
 

【資料２－２３ 年代別未成年者取消権に関する理解度】  単位：％ 

    

ｎ 
聞いたことがあるが、

内容について詳しく

は知らない 

聞いたことがあり、

内容についても理

解している 

聞いたことがない

（知らない） 

全体 500 42.6 26.6 30.8 

年代 

10 代 84 31.0 58.3 10.7 

20 代 79 38.0 20.3 41.8 

30 代 89 44.9 20.2 34.8 

40 代 84 35.7 27.4 36.9 

50 代 82 42.7 24.4 32.9 

60 代以上 82 53.7 31.7 14.6 
 
〇 未成年者取消権については、「聞いたことがあるが、内容について詳しくは知ら

ない」（42.6％）、「聞いたことがない（知らない）」（30.8％）で、内容を理解して

いない人の割合が 73.4％となっています。 
〇 「聞いたことがない（知らない）」と答えた人は、20 代が 41.8％と他の年代に

比べると高くなっています。 
  

42.6 26.6 30.8

0% 20% 40% 60% 80% 100% 聞いたことがあるが、内容について詳しくは知
らない
聞いたことがあり、内容についても理解して
いる
聞いたことがない（知らない）
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（１７）成年年齢引き下げについて 
【資料２－２４ 成年年齢引き下げに関する理解度（単一回答）】 

 
 
〇 成年年齢引き下げについては、「聞いたことがあり、内容についても理解してい

る」人の割合は 59.0％（前回 35.2％）となっています 
〇 一方、「聞いたことがない（知らない）」と答えた人の割合は 9.4％で、前回（23.0％）

に比べ割合が減っています。 
 
 
（１８）消費者教育・啓発に関する自由意見 
     回答した 500 名のうち 212 名（約 4 割）が意見を記入。主な意見は以下の

とおりです。 
 
    ・消費者教育は、早い時期から行うことが大切 

   ・メディアや教育でもどんどん広めていってほしい。ネット犯罪の手口は年々

進化していくので、私たち消費者も日頃から情報を共有し、慣れておくべき

だと思う。 

   ・家庭での意識の向上が必要 

   ・消費行動について学ぶ必要があると思う。簡単にお金を借りたらその結果ど

うなるかなど、小さい頃から教育すべきだと思う。 

   ・義務教育で消費者教育を取り入れてほしい 

   ・学校で具体的な事例を紹介しながら、教育するべきだと思う。 

   ・学生のうちに学習出来る機会を増やすべきだと思う。 

   ・高齢社会が加速するので、高齢者向けの消費者教育が行われるべきだと思う。 

   ・小さい頃からネット社会に生きている子供達に、消費教育・啓発を指導して

いくことは、必要不可欠だと思う。 

   ・学生のうちに成人になる人も多いので、学校で積極的に指導を行ってほしい。 

   ・親子で学べる講習会や勉強会があると良いと思う。 

 
 
 
 
 
 
 

31.6 59.0 9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100% 聞いたことがあるが、内容について詳しくは
知らない
聞いたことがあり、内容についても理解して
いる
聞いたことがない（知らない）
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【資料３】佐賀県消費者教育推進計画の取組（令和元年度～令和４年度） 

 

R1 R2 R3 R4
評価・課題

17人 8人 46人 69人

1件 1件 6件

0市町 3市町
(累計）

 4市町
（累計）

5市町
（累計）

5件 16件 49件

（2）大学・
専門学校等

（4）家庭

（5）職域

（3）地域社
会

ライフプランセミ
ナーの開催

県内事業者への消費
者教育の支援の強化

大学・専門学校等に
対する情報の提供等

公民館等での消費者
教育の実施

取組実績

21件22件 20件 26件
高校生等を対象とし
た講座の実施

高校等へ講師を派遣
し、消費者トラブルに
関する事例や対処法を
紹介する出前講座を行
う

高校生等への出
前講座の件数
　【50件】

（1）成年年
齢引き下げを
踏まえた若年
者に対する実
践的消費教育
の推進

0事業所 1事業所 1事業所 ７１事業所

5件

46件

消費者教育の必要性に
ついて企業に紹介し、
取り組みを働きかける

事業所へ消費者
教育の必要性に
ついて、紹介・
働きかけした事
業所数
【50事業所】

高齢者や障がい者を
見守るネットワーク
づくりの支援

見守りの主体となる福
祉関係者、消費者団
体、事業者等に対し、
消費生活の見守り研修
や情報提供を行うとと
もに地域の実情に応じ
た見守りネットワーク
を支援

地域見守りネッ
トワークの構築
　【10市町】

主に子育て世代を対象
に、生活設計に関する
出前講座等を行う

ライフプランセ
ミナー参加者数
　【50人】

公民館等で実施される
出前講座に講師を派遣
し消費者・金融教育を
行う

公民館等に消費
生活相談員等を
派遣した件数
　【20件】

学校に最新情報を提供
するとともに、学校の
取組として実施される
消費者・金融教育に係
る出前講座に講師を派
遣

(評価）
目標値を上回って達成
（課題）
　－

講師の派遣件数
　【8回】

　取　組　内　容　
目標値
（R4）

大学生等を対象とし
た啓発の実施

大学や専門学校等の入
学時（又は入社時）の
ガイダンスや成人式
等、多くの若者が集ま
る場を利用した啓発を
行う

成人式での啓発
を行う市町数
　【20市町】

9市町 10市町 13市町 12市町

(評価）
産学懇談会に出席、働きかけが
できた。
(課題）
実際に講師派遣に結びついてい
ない

(評価）
コロナ禍の影響で件数は減少
し、目標の1/3程度に留まってい
る。
(課題）
出前講座の活用についてさらに
働きかける必要がある。

(評価）
R1からは微増している
(課題）
全体の半数程度で啓発は不十分

(評価）
件数は増えているが、目標には
達していない。
(課題）
派遣する学校に偏りがある。

(評価）
目標の1/2にとどまっている
(課題）
地域の実情に応じて市町へ働き
かける必要がある

(評価）
目標値を上回って達成
（課題）
　－
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